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平成２８年度中国地方整備局コンプライアンス報告書

平成２９年７月３１日

中国地方整備局は、平成２４年１１月に「中国地方整備局コンプライアンス推進本部」を設置

し、コンプライアンス推進のより一層の強化を図るため、毎年度、「中国地方整備局コンプライア

ンス推進計画」を策定し、取組みを実施しているところである。

本報告書は、平成２８年度中国地方整備局コンプライアンス推進計画に基づき実施した取組

みとそれに対する評価について取りまとめたものである。

平成２８年度中国地方整備局コンプライアンス推進計画■

注）青線囲み部分は「コンプライアンス推進計画」、赤線囲み部分は「取組状況」、緑線囲み部分は「コンプライアンス推進本部長

による評価」を記述

はじめに

職員一人ひとりが適正に職務を行うためには、国家公務員法、国家公務員倫理法、発

注者綱紀保持規程等の関係法令を正しく理解した上で、コンプライアンス意識を持ち続け

ることが必要であり、そのためには、研修や職場での啓発活動等を繰り返し行うことが重

要である。

この理念に基づき、平成２７年度まで、国家公務員法等の関係法令を正しく理解するこ

と、これらのコンプライアンスに関するルールができた背景を知り、より理解を深めること、

そして、職員一人ひとりがコンプライアンスを自分自身のこととして、高い意識を持って行

動できるようにすることに重点をおいて取組みを行ってきたところである。これまでの取組

みによって、職員のコンプライアンス意識は向上し、一定の成果が上がってきたところでは

あるが、官製談合など、組織の信頼を失わせる事案を発生させないためには、引き続き、

職員の意識を高いレベルで維持していくことが必要である。

このため、平成２８年度は、これまでの取組みの継続を基本として、コンプライアンスの

推進を図っていくこととする。

取組みにおいては、職員の参加意欲をより引き出すために、職員自らが自主的にコンプ

ライアンス意識を高められる仕組みを活用する一方で、取組みの意図や実施時期等を勘

案して、可能なものは集約するなど負担を考慮しつつ、効果を高める工夫も行っていくこと

とする。

併せて、上司が部下とコミュニケーションを図り、不当行為は絶対に容認しないという姿

勢が部下に伝わるような職場作りや、職員を孤立させない風通しの良い職場環境を作るよ

うに取り組んでいくことが重要である。

これらを踏まえ、平成２８年度コンプライアンス推進計画を以下のとおり策定する。
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１ 職員のコンプライアンス意識の醸成

職員個々のコンプライアンス意識の醸成を図るため、繰り返し、コンプライアンスに関す

る講座・研修・講習会等を受けられるような体制を作る。

また、局長等組織のトップが、直接、職員にコンプライアンス等について話す機会を作

る。

■取組

局長、副局長及び部長は、職員研修における講話中、あるいは事務所訪問時等におい

て、コンプライアンスに関する考え方を伝えた。

また、コンプライアンス意識及び行動の変化、各取組の効果等を把握するため、本局の

課長、事務所の所長・副所長・課長・出張所長を対象にアンケート調査を実施した。

（アンケート調査結果抜粋）
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（１）コンプライアンス出前講座

発注者綱紀保持及び公務員倫理の意義と重要性を周知し、入札関係その他の不祥事

の防止を図ることを目的に、本局職員及び事務所のコンプライアンス指導者を講師とし、

本局が全職員を対象とするコンプライアンス講座を実施する。

■取組

本局職員を講師とし、全職員を対象に１０月から１月までの間、本局、各事務所及び各

管理所においてコンプライアンス出前講座を３６回実施した。また、受講履歴を整備し、同

講座を受講できなかった者に対しては、各事務所または各管理所のコンプライアンス指導

者が講師となり、フォローアップ講座を行うことにより、全職員が受講した。

講座では、国家公務員倫理法・規程、発注者綱紀保持規程及び官製談合防止法ができ

た背景・経緯等を説明するとともに、最新の談合案件や他の機関で発生した収賄案件を取

り上げ、倫理規程に関するＤＶＤを視聴した。

本 局 温 井

浜 田

三 次
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（２）外部講師によるコンプライアンス講習会

①コンプライアンス講習会

発注者としてのコンプライアンスの意義及び重要性に関する理解を深める目的で、各

地区で外部講師を招いたコンプライアンス講習会を実施する。

■取組

各地区７箇所において外部講師によるコンプライアンス講習会を開催し、２８８名が受講

した。なお、近隣事務所において開催される講習会にも参加できるよう連絡調整を図った。

○コンプライアンス講習会開催状況

地区 講師 演 題 開催時期 受講者数

広島 公取委 入札談合防止に向けて H28.10.12 43名

山口 民間企業 コンプライアンス確保の取組み H28.12. 6 51名

鳥取 弁護士 入札談合等不正事案における職員の法的責任 H28.12.15 28名

岡山 弁護士 発注機関として注意すべきこと H29. 1.20 70名

鳥取 民間企業 ××からコンプライアンスを考える H29. 2.14 24名

島根 民間企業 ××からコンプライアンスを考える H29. 3. 6 33名

鳥取 弁護士 外から見た公務員のコンプライアンスについて H29. 3.14 39名

※××は職業名が入るため、表記を控えています。

山 口 山 口

岡 河 松 江
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②幹部職員を対象とするコンプライアンス講習会

幹部職員（事務所長、副所長を含む）を対象に、組織の管理職として必要なコンプライ

アンスに関する高度な管理能力及び判断力の向上を図る目的で、外部講師を招いたコ

ンプライアンス講習会を実施する。

■取組

国土交通大学校の教授を招き、幹部職員を対象としたコンプライアンス講習会を実施

し、１４４名が受講した。

平成２８年９月１３日 コンプライアンス講習会

演題：コンプライアンスについて

（３）職員研修におけるコンプライアンス講義

中国地方整備局で実施する職員研修の重点実施事項にコンプライアンスの徹底を定

め、可能な限りすべての人材育成研修及び知識・技能研修等のカリキュラムにコンプライ

アンスに関する講義を設ける。

■取組

中国地方整備局で実施した２６の人材育成研修及び知識・技能研修等のカリキュラムに

おいて、コンプライアンスに関する講義を実施し、管理職を含む延べ３１５名の職員が受講

した。
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（４）コンプライアンス・ミーティング

各職員が職場内で自発的に意見を出し合うことにより、職員のコンプライアンスに関す

る意識の向上を図ることを目的に、コンプライアンス・ミーティングを四半期に１回、全職員

を対象に実施する。

原則として所属単位を基本とし所属職員全員が参加して、本局が提示した具体的な共

通テーマ並びに本局及び各事務所において選定したテーマにより、一人ひとりの理解が深

まるような工夫を行う。

なお、ミーティング結果の報告を義務付け、質問に対してはフォローアップを行う。

■取組

本局及び各事務所等において、コンプライアンス・ミーティングを年４回（四半期に１回）

開催した。実施日やグループを分割したり、所属のミーティングに参加できなかった職員を

集めて実施するなど、全職員がミーティングに参加できるよう工夫した結果、第１回目９９．

４％、第２回目９８．１％、第３回目９９．１％、第４回目９９．３％の職員が参加した。

ミーティング内容に関する質問に対しては、本局で回答を作成し、フォローアップを行っ

た。

職員一人ひとりが自らの問題として捉えられるよう、第２回ミーティングにおいては、過

去当地整において実際に発生した利害関係者との不適切な事例をモデルにテーマを作成

し、第４回ミーティングにおいては、本局及び事務所が主体的に身近なテーマを選定した。

第４回ミーティングで実施したテーマと所見は、全事務所に水平展開し、実施上の参考とし

た。

ミーティングの運営にあたっては、職員一人ひとりが考え、できるだけ多くの者が発言で

きる機会をつくり、より活発な意見交換を行った。

事務所が独自に取組みを行った主な事例は、以下のとおりである。

・各所属でのミーティングの効果を高めるために、まず幹部会議で実際にミーティング

を行って留意点や参考事項等を整理した上で実施した。

・事務所長や副所長が、各所属のミーティングに参加して助言を行った。
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（５）ｅ－ラーニング

職員が自主的にコンプライアンスに関する正しい知識と理解を深められるようにするた

めに、ｅ－ラーニングを活用する。

■取組

ｅ－ラーニングについては、職員が、いつでも学習、テスト、ＤＶＤ視聴を自主的に行える

よう措置するとともに周知した。また、個人毎に受講履歴を整備し、適宜受講を促した。

同システムが積極的かつ円滑に活用されるよう、発注者綱紀保持にかかるテスト、セル

フチェック、行動チェック及び幹部向けアンケートについて、同システムを活用し実施した。
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（６）コンプライアンスに関する情報提供

不祥事事例などのコンプライアンス意識の醸成に資する情報提供をイントラネット、メー

ル、諸会議等を活用して行う。

■取組

公務員の懲戒処分等不祥事事案をとりまとめ、各部・各事務所等に毎月情報提供した。

各部・各事務所等においては、定例会議等を活用し職員周知を行った。
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（７）パソコン立ち上げ時のコンプライアンス遵守メッセージ表示

職員のコンプライアンスに関する意識の高揚とその徹底を図るため、定期的に全職員を

対象として、行政パソコンの立ち上がり時に、コンプライアンス遵守メッセージを表示する。

■取組

毎月第２・第４月曜日において、パソコンの立ち上がり時にコンプライアンス遵守メッセー

ジを表示した。

メッセージは、最初の画面に職員に伝えたいキーワードを表示し、次の画面で解説を表

示するよう、２段階に分けてポップアップするよう工夫した。

〈表示内容〉

・通報窓口（内部窓口及び公正取引委員会等）

・発注事務の定義

・不当な働きかけの対応ルール

・入札談合等関与行為

・秘密の保持

（例）入札談合等関与行為 （例）秘密の保持
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（８）コンプライアンス行動チェック

職員自らが、定期的に公務員倫理、発注者綱紀保持等のコンプライアンス行動チェック

を実施して、コンプライアンスの徹底を図る。

■取組

平成２９年１月～２月に、ｅ－ラーニングを通じて、全職員が日頃の行動や考えについて

自己点検を実施した。

（行動チェック抜粋）
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（９）コンプライアンス・ハンドブック

職員がコンプライアンスを常に意識した日々の行動に役立てるために、コンプライアンス

に関する基本的事項や参考事例等を盛り込んだハンドブックを活用する。

■取組

配布したコンプライアンス・ハンドブックをコンプライアンス・ミーティングに持参させ、その

記載されている内容を確認しながら、ミーティングを実施した。
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■評価

・ コンプライアンス出前講座については、受講履歴を整備し、出前講座を受講出来な

かった職員に対し、コンプライアンス指導者である副所長がフォローアップ講座の講師

を務めることにより、全職員を参加させることができた。

・ 外部講師によるコンプライアンス講習会については、各地区で講師を選定し、管内

各地区（７箇所）において積極的に実施することができた。

・ 職員研修におけるコンプライアンス講義については、可能な限りすべての人材育成

研修及び知識・技能研修等のカリキュラムにおいて、講義を設けることができた。

・ コンプライアンス・ミーティングについては、年４回のミーティング全てに全職員を参

加させることはできなかったが（平均参加率は９９．０％）、４回のうちいずれかのミーテ

ィングに参加させることができた。

また、実施にあたっては身近な事例を活用し、所属職員が自分自身の問題として考

えられるよう工夫して取り組むことができた。

さらに、ミーティングの運営にあたっては、職員一人ひとりが考え、出来るだけ多くの

者が発言できる機会を作ることで、活発な意見交換ができた。

・ ｅ－ラーニングについては、所属職員が自主的に学習することができるよう教材を提

供することができた。また、個人毎に受講履歴を整備し、受講を促すことにより、９９．７

％の職員を受講させることができた。

・ コンプライアンス・ハンドブックについては、全てのミーティングにおいて、その内容を

確認させるなど、有効に活用することができた。

以上のとおり、各取組みを実施することにより、職員のコンプライアンス意識の醸成が効

果的に図られた。

今後も、各取組みはコンプライアンス意識を高いレベルに維持していくうえで有効である

ため、引き続き取り組んでいく必要がある。



- 13 -

２ 事務所のコンプライアンス指導者の育成

（１）管理職（副所長）研修

事務所の副所長を対象に、組織の管理者として必要なコンプライアンスに関する高度な

管理能力及び判断力の向上を図り、事務所におけるコンプライアンス推進の中心的な役

割を担うことを目的に、管理職（副所長）研修を実施する。

■取組

副所長を対象とする管理職（副所長）研修を５月に実施し、１４名が受講した。

研修では、管理職目線による職場におけるコンプライアンス上の問題を抽出して、その

対処法について意見交換を行った。

受講した副所長は、事務所の定例会等における管理職員への指導、本局が開催するコ

ンプライアンス出前講座のフォローアップ講師、研修報告会の開催等を行った。

また、国土交通大学校で実施されたコンプライアンス指導者養成研修に、副所長１名が

参加した。
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（２）コンプライアンス（課長）セミナー

事務所の課長を対象に、コンプライアンスに関する理解を深め、コンプライアンス・ミーテ

ィングなどを通し、部下職員へ適切な指導が行えるよう管理職としての資質の向上を図る

とともに、事務所におけるコンプライアンス推進の実務的な役割を担うことを目的に、コンプ

ライアンス（課長）セミナーを実施する。

■取組

事務所の課長及びコンプライアンスを担当する建設専門官を対象とするコンプライアン

ス（課長）セミナーを６月に実施し、３０名が受講した。

セミナーでは、コンプライアンス推進の指導者として、コンプライアンス・ミーティングをよ

り実効あるものとするための課題や工夫すべき点等について情報交換を行った。

受講した課長等は、ミーティングの進め方の指導、ミーティングの独自テーマの作成、所

内勉強会の講師等を行った。
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■評価

・ 研修及びセミナーに対象職員を積極的に参加させ、４５名のコンプライアンス指導者

を育成することができた。

・ 受講者をコンプライアンス指導者として事務所内のコンプライアンス推進のための取

組みに積極的に活用することができた。

今後も、各取組みは事務所におけるコンプライアンス推進に効果的であるため、引き続

き取り組んでいく必要がある。
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３ 発注者綱紀保持及び公務員倫理の徹底

（１）発注者綱紀保持の周知徹底

① 国民の疑惑を招かないよう発注事務に係る綱紀の保持を図るために、関係法令の遵

守はもとより、発注者綱紀保持規程について周知徹底する。また、全職員を対象に発注

者綱紀保持に関する基本的な理解度を職員自らが確認するため、セルフチェックを行

う。その結果を踏まえて職員に対するフォローアップを行う。

② 発注担当職員が事業者等との適切な応接の実施を図るため、発注者綱紀保持マニ

ュアルに定める事業者等との応接方法について周知徹底する。

（２）公務員倫理の周知徹底

国民の疑惑や不信を招かないために、国家公務員倫理法や倫理規程の遵守について

は、上記に掲げる出前講座や倫理週間等の機会を通じて周知徹底を図る。

また、全職員を対象に服務・倫理に関する基本的な理解度を職員自らが確認するため、

セルフチェックを行う。その結果を踏まえて職員に対するフォローアップを行う。

■取組

コンプライアンス出前講座、職員研修、講習会等を通じて、発注者綱紀保持及び公務員

倫理に関する意識の醸成を図った。また、セルフチェックは全職員が行い、その結果を踏

まえ、全職員が正しく理解できるように管理職員から所属職員に対してフォローアップを実

施した。

なお、事務所においては、職員一人ひとりが発注者綱紀保持規程、国家公務員倫理法

や倫理規程に規定する「職員が遵守すべき事項」や「責務」について正確に理解できるよ

う、以下のとおり取り組んだ。主な事例は、以下のとおりである。

・定時退庁の呼びかけとともに、コンプライアンス情報をメールで発信した。

・事務所独自でコンプライアンスに関する勉強会を実施した。

・事務所のイントラネット上にコンプライアンスコーナーを設置し、情報共有を図った。

・公務員の不祥事事案等に関する「コンプラ情報」を作成し、所課長会において説明し、

所属職員に周知徹底するよう指示した。

・コンプライアンス・カード等の携帯状況を定期的に確認した。
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（３）談合に関わった場合の懲戒処分、損害賠償請求等についての周知徹底

「１ 職員のコンプライアンス意識の醸成」に掲げる出前講座や職員研修等では、発注者

綱紀保持規程、倫理規程、官製談合防止法、国家公務員法、懲戒処分、損害賠償請求、

刑罰等に関する講義等を実施し、その中でこれらのコンプライアンスに関するルールがで

きた背景を説明し、その遵守の必要性の理解を深めるとともに、違法性の認識や入札談

合等関与行為の絶対悪について基本的理解を深めるなど、コンプライアンスについて周知

徹底を図る。

■取組

コンプライアンス出前講座や職員研修において、発注者綱紀保持規程、官製談合防止

法、国家公務員法、倫理規程、懲戒処分、損害賠償請求、刑罰等に関する講義を行った。

また、講義において、これらのコンプライアンスに関するルールができた経緯・背景を説

明するとともに、実際の違反事例や処分事例等を盛り込むことにより行為の違法性をより

認識できるよう工夫した。

（４）事業者に対する発注者綱紀保持規程及び公務員倫理の遵守のための協力依頼

発注者綱紀保持規程及び公務員倫理の取組みや、コンプライアンス推進計画につい

て、事業者、事業者団体等に対し、ホームページ掲載や会合等の場において紹介するな

どにより、協力依頼を行う。併せて、執務室の入口等に、執務室への入室にあたっての協

力依頼を掲示する。

■取組

中国地方整備局ホームページで、発注者綱紀保持の取組みについての協力依頼を事

業者等が閲覧できるようにしている。また、事業者団体（４２団体）との意見交換会等の場

においても、協力依頼を行った。さらには、建設工事等の競争参加資格者に送付する一般

競争（指名競争）参加資格認定通知書に同取組みにかかるリーフレットを同封し、協力を

依頼した。

各事務所等の執務室入り口等に、執務室への入室制限の協力依頼を掲示するととも

に、掲示状況及び事業者等の入室状況を点検し、必要に応じ改善等の措置を行った。
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（協力依頼チラシ１） （協力依頼チラシ２）

（郵送リーフレット表） （リーフレット裏）
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（各事務所における入室制限の状況）
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■評価

・ コンプライアンス出前講座、事務所内の定例会議等を通じ、職員が、発注者綱紀保

持規程、国家公務員倫理規程等に規定する「職員が遵守すべき事項」や「責務」につ

いて、正確に理解できるよう取り組むことができた。

・ 発注者綱紀保持及び公務員倫理に関するセルフチェックを行い、その結果を踏ま

え、全職員が正しく理解できるように管理職員から所属職員に対してフォローアップを

行うことができた。

・ 発注者綱紀保持規程及び公務員倫理の遵守の取組みについて、事業者団体等と

の意見交換会等の場における紹介、及び一般競争参加資格認定通知書へのリーフレ

ットの同封を通じ、事業者に協力を求めることができた。

また、執務室への入室制限の掲示等を徹底することができた。

以上のとおり、各取組みを実施することにより、発注者綱紀保持及び公務員倫理の徹

底が効果的に図られた。

今後も、各取組みは職員及び事業者への理解促進に有効であるため、引き続き取り組

んでいく必要がある。



- 21 -

４ コンプライアンス関係通報窓口の周知と適正な運用

コンプライアンスに関する通報窓口への通報は、違反行為の未然防止や事態の深刻化

を回避する正しい行為であること、また、通報した職員は不利益にならないことの周知を行

い、通報しやすいものとするよう取り組む。

また、通報があった場合には、「職員が発注者綱紀保持規程に抵触する事実を確認し

たときの通報の対応フロー」、「職員が事業者等から不当な働きかけを受けたときの報告

の対応フロー」等に基づき、迅速かつ的確な対応を行う。

■取組

コンプライアンス関係通報窓口への通報については、その重要性、及び通報した職員

が不利益な取扱いを受けることがないことについて、コンプライアンス出前講座、職員研

修、パソコンのコンプライアンス遵守メッセージ表示等を通じて、周知を行った。

併せて、コンプライアンスに関する疑義については、上司への相談、イントラに開設して

いるコンプライアンス質問ＢＯＸの活用を周知した。

また、コンプライアンス・カード等の携帯状況を定期的に確認した。

なお、平成２８年度において、コンプライアンス関係通報窓口への通報はなかった。

①整備局窓口（匿名メール、弁護士） ②他機関窓口（倫理審査会、公取委）
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国家公務員倫理カード（倫理審査会作成）
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■評価

・ コンプライアンス関係窓口への通報の重要性について、研修、コンプライアンス出前

講座等を通じ、職員に理解させるとともに、通報した職員が不利益な取扱いを受けない

ことについて周知徹底を図ることができた。

・ 相談・問い合わせ窓口を周知するなど、職員が相談しやすい環境作りに努めること

ができた。

・ コンプライアンス・カード等の携帯状況を定期的に確認した。

以上のとおり、各取組みを実施することにより、コンプライアンス関係通報窓口を着実に

周知することができた。

今後も、通報は違反行為の未然防止や事態の深刻化を防ぐために有効であるため、引

き続き取り組んでいく必要がある。
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５ 入札契約手続きの見直し及び情報の適切な管理

① 平成２６年２月６日付け本省通知「高知県内の入札談合事案を踏まえた入札契約手

続きの見直しの実施について」等に基づく技術資料と入札書の同時提出等を、着実に

実施する。

② 発注者綱紀保持規程に基づき、発注事務に関する適切な情報管理の徹底を行う。

また、管理状況を定期的（少なくとも毎年度１回）に点検する。

■取組

本省通知「高知県内の入札談合事案を踏まえた入札契約手続きの見直しの実施につい

て」に基づき、技術資料と入札書の同時提出を、事務所の発注する施工能力評価型を適

用する全ての工事について実施した。

また、各部・事務所において、発注事務に関する情報の管理状況について第１四半期

中に点検を実施し、その結果を推進本部長あてに報告した。

■評価

発注事務に関する情報の適切な管理のため、技術資料と入札書の同時提出及び情報

管理状況の点検を実施することができた。

今後も、他の機関の不正事案を踏まえ、不正行為が起きにくい入札契約手続き及び情

報管理の更なる徹底を図っていく必要がある。
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６ 内部監査の実施

一般監査において、コンプライアンスの取組状況や入札・契約事務の適正な執行状況

及び不正行為防止取組状況を重点監査事項に位置付け、引き続き、内部監査を実施す

る。

■取組

「平成２８年度一般監査実施計画」に基づき、７事務所を対象に実施した。

一般監査ではコンプライアンスに関する重点項目として、次の項目を監査した。

【全地方整備局共通重点項目】

・コンプライアンス（コンプライアンス推進計画の取組について）

【中国地方整備局の重点項目】

・行政情報の管理等について

・適正な業務執行の取組状況について

・ワークライフバランスの取組状況について

・入札・契約事務の適正な執行状況及び不正行為防止の取組状況について

■評価

コンプライアンスを内部監査の重点項目に位置付け、監査を実施することができた。

今後も、不正行為の防止を図るため、引き続き内部監査の重点項目に位置付け、監査

を実施していく必要がある。
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７ 事務所ごとの応札状況の透明化・情報公開

事務所ごとに年間を通じた応札状況の傾向等について、ホームページで公表し、透明

化を図る。

■取組

各事務所ごとの平成２６年度及び平成２７年度における年度別平均落札率、各年度毎

の受注業者ごとの当初契約金額および受注割合をホームページで公表した。

平成２８年度落札分については、月別平均落札率の推移を翌月にホームページで公表

した。

（ホームページ抜粋）
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■評価

事務所ごとの応札状況（年度別平均落札率、各年度毎の受注業者ごとの当初契約金額

および受注割合、月別平均落札率の推移）をホームページに公表し、透明性を確保するこ

とができた。

今後も、事務所ごとの応札状況の透明化、情報公開に引き続き取り組んでいく必要があ

る。
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■全体評価

中国地方整備局では、平成２４年１１月に中国地方整備局コンプライアンス推進本部を

設置し、毎年度策定するコンプライアンス推進計画に基づき、コンプライアンスの推進を図

ってきたところである。

平成２８年度においても、コンプライアンス・アドバイザリー委員会の提言を踏まえた推

進計画を平成２８年３月２９日に推進本部が決定し、コンプライアンス推進責任者の指導の

下、各取組みについて、その効果が高まるよう、工夫しながら積極的に取組みを推進して

きたところであり、ｅ－ラーニングやコンプライアンス・ハンドブックの活用などの新たな取組

みも含め、各取組みとも計画どおり実施できた。管理職員に対して実施したアンケートにお

いても、「コンプライアンスを自分自身のこととして高い意識を持って行動できた」と９９．７

％の職員が回答するなど職員の意識は着実に向上し、職員が遵守すべきルールとして職

場に定着してきたといえる。

一方、これまでの取組みによって、職員のコンプライアンスに対する意識は着実に向上

し、 職員が遵守すべきルールとして定着してきたところであるが、国土交通省では一部と

はいえ、未だに発注事務に関し国民の信頼を相当程度損なう事案が見られることは事実

であり、現状に満足することなく、職員のコンプライアンス意識をより高いレベルで維持して

いけるよう、継続して取り組んでいく必要がある。

組織に対する国民の信頼は一朝一夕で得られるものではなく、日頃からの積み重ねが

大切であり、職員一人ひとりが国家公務員法、国家公務員倫理法、発注者綱紀保持規程

等の関係法令を遵守することの重要性を深く認識し、中国地方整備局に対する社会的要

請に的確に対応し社会的責任を果たしていくという意識を常に持ち行動することが重要で

ある。

今後は、一定の成果を上げてきたこれまでの取組みの継続を基本とし、より一層効果を

高める工夫を凝らし、コンプライアンスの推進を図っていく必要がある。


